
平成２９年度 第４回市川市自立支援協議会 

 
 

日 時：平成３０年３月２３日（金） 
午後１時３０分～３時３０分 

 
場 所：急病診療・ふれあいセンター２階 

第２集会室 
 
 

会 議 次 第 
 
 

１  開会 
 

２  連絡事項 
   
３  基幹相談支援センター運営協議会の報告 
   （資料１） 

 
４  来年度以降の部会について 
   （資料２） 

 
５  各専門部会・障害者団体連絡会の状況について 
   （資料３－１～４） 

 
６  閉会 



平成２９年度 第１回基幹相談支援センター運営協議会 概要 

 
【日 時】：平成３０年３月５日（月） 午後３時～５時 
【場 所】：急病診療・ふれあいセンター３階 障害者支援課 支援ルーム 
【出席者】：（メンバー）朝比奈 中里 武田 小原 髙木 西村 大井 山﨑 

保戸塚 

（え く る）長坂 松尾 芦田 

（事 務 局）池澤 渡辺 石田           合計１５名 

 
【議 事】：１ 開会 

２ 実績報告 
３ 運営協議会の進め方について  
４ その他 
５ 閉会 

 
【主な意見・提案】： 

１ 相談の見える化 
→ えくるが行っている業務を視覚的に示す必要性、業務別の 

相談件数だけではなく、ライトからヘビーなケース対応に 
ついて具体的に見たい。 

２ 夜間緊急ケースの事例 
 → 数が少ないにせよ、対応の課題や社会資源の不足を具体的に 

示すことで、体制整備や強化が進むのでは。 
３ 虐待の扱い 
 → 数字以外にも事例を通した対応の体制などの課題について 

の検証の必要性、主訴やニーズの類型化 
４ 基幹相談支援センターの果たす中核機能について 
 → 市民のニーズや社会資源の整備状況などにより、えくるが 

果たすべき中核機能が決まってくるのでは。予防的支援体 
制の整備や指定相談支援事業者へのバックアップなど。 

      ５ 関連会議等への開催・出席の判断基準について 
       → 限られた人材・時間を有効に使うための戦略的・計画的な 

会議の開催及び出席の必要性、えくるとしての注力する 
部分・分野の優先順位付けの必要性 

６ 個別ケースの終了の基準 
 → 滞留しているケースの多さ、地域定着支援につなげること 

のできるケースの存在、終了の基準を設定したうえで、 
相談者に伝えていく必要性、アセスメント終了時における 
目標や期間の設定 

資料 1 



市川市自立支援協議会の関係図（平成30年度案）
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相談⽀援部会 

H30.3.23 

 

部会開催⽇︓12/14,1/11,2/8,3/8 計 4 回 

 

〇各関連会議からの報告  ＊別紙参照 

 ①市川障害児者相談⽀援事業所連絡協議会（Is-net） 

 ②権利擁護連絡会 

 ③地域移⾏⽀援協議 

 ④障害児⽀援連絡会 

 ⑤重⼼サポート会議 

 

〇報酬改定について進捗報告 

 

〇第六次千葉県障害者計画フォーラム 報告 

  

〇次期部会委員構成について（提案） 

 

〇GSV 半期報告   ＊別紙参照 

・半期報告 

 精神疾患に係るご利⽤者の事例が多かった。 

 親亡き後の⽀援で親の抱え込み、居住、計画相談へ繋ぐ、ひきこもり、成育歴課題、介護保険への移

⾏、サービス利⽤に繋がらない等が上がった。 

・GSV を⾏うようになり、5 年が経過したため、過去 5 年間の事例より⾒出された地域課題の報告 

 緊急性及び取組が⾼難度の位置に⽣活⽀援部会や拠点に係る事例が多く当てはまっていた。 

 

〇各プロジェクト取組報告 

 【プロジェクト 1】 ガイドライン改訂 

  紹介シート確定しガイドラインへ盛り込む。 

  H29 年度版をガイドライン研修より配布開始 

 

 【プロジェクト 2】 ガイドライン研修   別紙参照 

  ＊次年度の検討として、インフルエンザの時期と重なる事への課題や開催時間により、夜間参加で

きない⽅々も参加しやすくなるのでは︖段階別や共⽣型を意識しては︖という意⾒も上がった。 
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    また、担当する⼈により負担⽐重の偏りがあるように感じるため、分担⽅法の検討も必要。 

【プロジェクト 3】 ⼈材確保、育成、啓発及び拠点事業への取組  別紙参照 

 各関連協議会等との情報交換会終了。全 10 団体 延べ 233 名からの意⾒を集約し課題を抽出し

項⽬分けを⾏い、取組について 3 つに分けた。 

・⾏政での検討案件については次期の引き続きの検討となった。

・今年度取組開始案件については取組順を決め、まずは、相談⽀援専⾨員の育成として、障害別分

野別技術能⼒について研修の洗い出しを⾏った。次期には体系別及び体制の検討を進めていきた

い。また、相談⽀援の啓発については、団体連絡会との連携や公⽴施設の保護者の⽅を対象とし

た説明等協⼒依頼をした。

・制度改正を踏まえ、再検討としていた課題については、加算や要件の緩和の打ち出しがされたた

め、⼀旦検討終了とし、様⼦を⾒ていく事とした。
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№ 振り分け
1 障害福祉サービス事業所（Ａ型など）の福祉対応の未成熟さ。（ケース会議やサービス調整会議への理解が浅いなど）

2 ピアヘルパー（仕事）として⾏くシステム
3 ⾝寄りがなく、⾃ら意思を伝えることが難しい最重度の⼈の暮らしの場等
4 送迎の問題。
5 住まいと仕事と医療が結びつく福祉施設や宿泊型訓練施設の市内においての必要性。

6 市内ＧＨ･短期⼊所･機能訓練（ＰＴ）・⽣活リハ（ＯＴ）・通所先不⾜
7 就労継続Ａ・Ｂの送迎の問題
8 ⼊所施設以外に、安⼼して⽣活できる場所が乏しい
9 ⾝体系の通所先 ＤＳ＋⽣活介護（区分３）を広げて⾏きたい。
10 短期⼊所の受け⽫が⾜りない。
11 福祉の場ではない場の開拓（成功体験を積める場）。
12 市内の通所のバリエーションが少ない。（⼩物の作成、販売やセンスの良い店などがない）

13 モラトリアム期間の確保、実体験の場
14 GSVの参加しやすい雰囲気作り
15 特別⽀援学校卒業後の⾏き先
16 ⼤⼈の選択肢の幅の狭さ（今は働くしかない、等の提案の幅）
17 ひきこもりによって社会的孤⽴が続いている。
18 本⼈に合った住宅事情をどう解決するか。
19 強度⾏動障害の⽅の受け⼊れ先が無く、たらい回しにされ、受け⼿の判断で断られてしまう現状の改善。

20 市内に発達障害の当事者グループがない。
21 中⾼年の当事者⽀援の仕組み。
22 所属機関以外の障害者のつながれる場所
23 障害児を持った、障害のある親の当事者会
24 障害の枠で関われない⼈に、誰がどのように関わるか。健康な背中を⾒せられる⼤⼈の⼈材ストック、活⽤。

25 つながれる居場所。
26 地縁のない⼈の孤⽴。
27 ライフステージの変わり⽬で社会資源が切れてしまう。
28 圏域やライフステージを超えた情報提供の仕組み
29 親⽗世代の⽀援者の不⾜。
30 南部地区の社会資源の少なさ。
31 ⾝体系のＧＨを含めた社会資源が少ない。
32 障害児のガイドブック作成。情報収集の⼀括化。
33 虐待防⽌センターの明確さ
34 装具のフィッティング。
35 事業所の検索（⽀援課のＨＰに欲しい）

横断的

全般的

対応済み

×

地域課題：地域で取り組む項⽬

就労⽀援部会

⽣活⽀援部会

相談⽀援部会

当事者会
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分 類 № ガイドライン課題 件数

1 "働きたい"という訴えの奥の、本⾳のニーズを⾒極める。 6

2 複数の⽀援者の視点を確保する。⼀⼈で抱え込まない。 2

3 家族の⼒の⾒⽴て。家族が本⼈⽀援が困難な時のサポート。 1

4 外に出たほうが⾯⽩いという魅⼒。 1

5 表出されていない隠れたニーズを拾う⼿⽴てが必要。 1

6 ”親亡き”前のアプローチ 4

7 近隣との調整 2

8 ⼥性⽀援者が男性⽀援に関わる場合等の安全確保の⽅法 1

9 依存症への理解と対応に関する⽀援者対象の研修 1

10 軽度知的障害の⽣活のしづらさへの理解 1

11 引きこもり⽀援のノウハウを学ぶ場。 2

12 障害福祉サービスなどの制度を理解を深める。 3

13 障害福祉サービスを利⽤していない障害者が、ケアマネを確保する⽅法。 9

14 発達障害者への⽀援のスキルアップ 3

15 多問題家族への対応 6

16 触法障害者等への⽀援のスキル、ノウハウ 3

17 中途の⾝体障害者のケースワークのノウハウの共有。 1

18 成年後⾒の相談のタイミング 2

19 関係作りや、アプローチのノウハウ 2

20 相談⽀援専⾨員が地域の社会資源や制度やノウハウ、地域外の情報等を得る⽅法。 7

21 えくる・アクセスなどの障害福祉サービス以外の福祉サービスなどの知識。 2

22 外国⼈に対する⽀援のノウハウ 2

23 ケアマネの質の向上 2

24 ⽀給決定の明確化 1

25 学校との連携 3

26 市役所との連携 3

27 医療機関との情報交換。 1

28 若者サポートステーションからの福祉サービスへのつなぎ 1

29 他機関との連携⽅法。介⼊時、引継ぎ時の情報の共有の⽅法。 13

30 相談⽀援だけで抱えこまず、いろいろな関係機関を巻き込み、⽀援を増やす。 5

アセスメント⼒

環境調整

知識・情報・技術

連携
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左表のうち「参加者数」の内訳

回数 日付 申込者数 参加者数 スタッフ 合計 障害（指定相談有）障害（指定相談なし 介護 その他 行政 合計

第１回 H30.1.12 60 58 7 65 23 12 11 8 4 58

第２回 H30.1.26 60 53 7 60 22 8 8 12 3 53

第３回 H30.2.9 94 80 7 87 34 19 8 14 5 80

71.3 63.7 7 70.7

（第1回） （第2回） （第3回）

2.3 2.2 2.6

2.1 2.1 2.1

2.2

【課題・反省点・希望】

第１回

第２回

第３回

全体

【総括】

第１回

第２回

第３回

全体

「相談支援の理念や意義、基本的な考え方」や「相談支援の体系・位置づけ」など基本的な事柄を中心に、これから相談支援を始める方にもわかりやすい内容の講義となった。

基幹に障害者虐待防止センターを設置したことなどを受け、虐待防止をテーマにロールプレイを行った。多くの相談支援従事者が虐待通報に敷居の高さを感じていることが、質疑やアンケートから浮き彫りになった。

「発達障害」について、CASセンター長の與那嶺氏を講師に基本的知識やアセスメントの視点について講義を受けた。講義は概ね好評であったが、後半の事例検討では十分な討論ができなかったという感想が多かった。

3回目の「発達障害」は参加申し込みが多く、現場のニーズに応えられた感がある。1日目・2日目は昨年に比べ参加が低調になっており、次年度は工夫が必要と思われる。

平成29年度障害児・者相談支援ガイドライン研修（総括）

平均

参加状況

相談支援の理念・意義・基本的な考え方・視

計画相談支援の実際

グループ討議

グループワークの時間を多くとって欲しい。資料の字が読みにくい。専門用語の解説があると良い。成功・失敗を踏まえて、どうつながったかなどが聞きたい。

虐待通報はとてもハードルが高く感じる。ニュースの事例・障害児虐待についても触れて欲しい。寸劇の状況説明がスライドで視覚的にあると良い。解決した事例や、困難事例を紹介して欲しい。マイク環境が悪い。

グループワークの時間が短かった。専門用語が理解できなかった。最初からグループごとにテーブルを分けてやったほうが良い。

託児サービスを検討して欲しい。研修資料をガイドラインに入れて欲しい。研修でガイドラインをもっと使って欲しい。障害から介護保険に移行するケースの対応について聞きたい。サビ管との合同研修が必要。

研修の評価（＋3～－3の範囲で評価してもらい、平均値を算出

障害者虐待防止についての理解

寸劇・グループ討議と発表・質疑

発達障害の講義

事例演習（グループ討議）



H30.3現在

H29.10 H29.11 H29.12 H30.1 H30.2 H30.3 H30.4

（1）管理者・経営者への
依頼（招集）

行政にて持ち帰り検討。（介護保険事業所との連動も視野に入れ）開催時期の確認・共
有など早急に検討したい。
⇒改定の説明と合わせて実施しては如何か？

（2） 優良事業所を表彰
（自立支援協・行政）

PJTにて表彰内容検討としていたが、検討を重ねた結果、部会及び行政主催で行うことは
難易度が高いため、任意団体での実施が行いやすい。
⇒Is-netへ提案する事とした

（3） 相談支援専門員の人
材配置に対する助成

今年度：Is-netにてアンケートの実施依頼
判定基準や根拠となるものが必要。
障害者計画を踏まえ、報酬改定の動向確認
⇒〈報酬改定の概要〉P49②助成ではないが、件数設定の創設

（4） モニタリング件数
40件/月　加算（手当）

行政にて持ち帰り検討。（更新月の変更調整も視野に入れ）業務の効率化、モニタリン
グの量をこなすことが主になることもあるため、質にも影響されることも踏まえて。
障害者計画を踏まえ、報酬改定の動向確認
⇒〈報酬改定の概要〉P49②件数設定の創設とP53⑤モニタリング加算の新設

（1）アセスメントシート
の再作成

行政にてアセスメントシートの必須内容について検討。必須内容が解り次第、提案資料
を参考に添付し部会にて提案・依頼をかけていく
⇒えくるでたたきを作成し、Is-netにて確認後、ガイドラインに盛り込む。

（2） 行政職員の相談業務
の質・整備

行政にて確認。近隣市のマニュアルを参照し、Is-net？えくる？で骨組み・たたきを作
成？も合わせて検討しても良いのでは？
⇒児童：マニュアル作成中
　　者：次年度Is-netの協力を得てQを作成予定

（3） 認定調査委託
予算の事もあるため、行政でも検討。自分の担当する利用者について、出来る範囲で調
査を行えると質の向上とより利用者への理解も深まり、プラン作成の視点、内容も変
わってくる

（4） 医師の意見書の開示

検討。行政でも検討。近隣市を確認している。プラン作成をする上で、基本調査・特記
事項・主治医意見書の開示がないのはそもそもおかしい。早急な対応を!!
⇒実施するまでに行う事務手続きが発生するため、もう少し検討をしたい

（5） 基本相談を受ける
際、保障がほしい

今年度：基本相談業務量調査の検討及び実施。改定後、必要時　再提案
基本的には難しいと思われる。Is-netにてアンケートを実施中。部会での報告をもとに
検討しては？
⇒基本報酬の保障はないがP50③見直しに伴い、加算新設増と特定事業所加算要件の緩和

　　人材プロジェクト　取組スケジュール（案）
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予　定課　　題 検　　討

新年度に検討

結果報告

検討終了

進行中

検討終了

検討終了

検討終了

新年度に検討

結果報告

新年度に検討

結果報告

検討終了



H29.10 H29.11 H29.12 H30.1 H30.2 H30.3 H30.4

（6） Is-netサポート事業
の活用促進

Is-netと連携・検討
⇒Isネットにて検討

（7） 障害分野別技術能力
今年度：研修の洗い出し実施。相談支援専門員が受講できる研修を収集し、カテゴリー
分けを行った。
次年度：体系別及び体制の検討

（8） 管理者・経営者への
指導・育成

行政にて持ち帰り検討。1（1）（7）と連動。定期的に管理者向けの報告及び依頼等を
行っていっては？（毎月の依頼数と受入れ件数・基準の遵守理解　等）
⇒次年度の実施に向け検討調整中。

（1）知名度を上げる 漠然としているため、具体的取組検討。提案は上がっているため今後検討していきたい
（2 ）学校、保護者、サー
ビス事業所、医療機関、学
童への周知・連携

学校関係、サービス事業所等からの取組みを始めては？保護者（公立施設）団体連絡会
等へも提案。

（3） 家族支援 関係機関へ企画・提案。公立施設の保護者説明を行政より依頼した。

（4） 行政との連携、共
有、期待すること

行政にて持ち帰り検討。Is-netのホームページの利用依頼も視野に入れ検討。（情報共
有については、定期的に管理者会議が行われるのであれば、そこで周知も可能では？）
⇒行政と事業所での温度差があると思われる。提案していきたい。

（5） 基幹の増設 障害計画の動向確認。ハートフルプランや分科会へ提案を行った
（6） コミュニケ―ション
支援のバリア

今年度：検証　ｱﾌﾟﾘの紹介
具体例の収集　事例を挙げ取り組む。当事者教育が必要⇒方法検討

（1） 警察介入事例につい
ての取組

今年度：検証。
当事者の事を解っている方を書いたものを持ちあるって頂けるようなヘルプカード的な
ものを作っては？がじゅまるの24h体制機能について確認
拠点と連動し今後検討

（2） 緊急ショートの利
用。補助金などを利用でき
ないか？

次年度改正の動向確認し検討
⇒〈報酬改定の概要〉P15緊急受入れ加算創設。P53加算の新設。今後は相談支援部会か
らの拠点検討チームにて継続検討

（3） 報酬設定と連携
次年度改正の動向確認し検討
⇒〈報酬改定の概要〉P14　3.地域生活支援拠点等に明記。今後は相談支援部会からの拠
点検討チームにて継続検討

検証・検討 行政にて検討・実施
実施 行政・PJにて検討
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検討終了

新年度に検討

結果報告

検討終了

検討中次期継続

進行中次期継続

検討中次期継続

検討中次期継続

検討終了

検討終了
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生活支援部会 報告

１． 部会報告 

 3/13 に第 5回目の部会を開催。（予定していた第 4回 1/23 は雪のため中止） 

幹事会を部会前に 6回開催。 

・地域生活支援拠点（以下拠点）についての検討

・関連会議（居宅支援連絡会・日中活動連絡会・グループホーム等連絡協議会・

重心サポート会議）からの報告を受け、情報共有および情報交換

・is-net、障害者団体連絡会等の関連団体との情報共有

◆地域生活支援拠点ミニワーキンググループ（以下 WG）を立ち上げ、拠点の検討を開始。

①1/15、②2/19 回の 2回開催（ランチミーティング形式）※別紙 図を参照

① 拠点の整備に向け、WG 内でのイメージの共有

現状できる取組みについての整理と確認など

② 報酬改定に伴う拠点に関する部分の確認

およびショートステイ利用の仕組みの検討

今後、H32 年度までの年間計画を作成し取組んでいく予定。 

２． 各連絡会・会議等の活動報告

（１）日中活動連絡会

利用者・家族の高齢化の実態把握のためのアンケート調査を実施し、

集計・分析中

（２）GH 等連絡協議会

GH ニーズ把握のためのアンケート調査を実施し、集計・分析中 

〇アンケートの結果については、来年度の自立支援協議会にて報告する予定。

〇現時点（中間報告）での、今回のアンケート調査において見えた課題 

・サービス未利用の人（就労中含む）のニーズ把握

・セルフプランの居宅介護サービス利用者のニーズ把握

〇両アンケートの結果は、地域生活支援拠点の整備に向けた取り組みに活かしていく 

以上 

資料 3-2 
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①当日やSS利用中の対応
についての反省、改善点、
よかった点

②事前にあればよかった
支援の検証

H30年度 地域生活支援拠点（主に緊急短期入所）を考えるミニワーキンググループ内容案

①予防的支援の実施

緊急SS受付シートの活用と見直し

②準備と緊急時支援の実施

お試しショートステイの推進

２つの段階の試行をもとに、事例の「反省と振返り」を行い、事例を「つみあげ」、

市川市の実情に合った地域生活支援拠点（主に緊急ｼｮｰﾄｽﾃｲ）の在り方を探る。
生活支援部会等へ事例の報告と市内での共有を図る。

SS利用後すぐのケース会議の徹底

※SSの事前登録の推進

メンバー※
芦田（生活支援部会・えくる）
嶋田（咲楽苑・SS)
森田（いちばん星）
村山（手をつなぐ親の会）
永井（どれみ♪ネット・医ｹｱ）
青村（Mネット）
磯部（生活支援部会幹事）
松尾（生活支援部会幹事）

＋相談支援事業所
＋各回毎に必要なゲスト

SS先までの移動手段をどうするか問題

SS中の日中活動先との連携の問題（通所手段等）

緊急SSリスクの高い利用者のリストアップ

ツール・書式の
整備

実際の動きの
シミュレーション

事前登録ありの人・なしの人

知的・精神・重心・医ケア

共生型サービス開始後の介護保険SS利用の可能性

“もしも”のための認定調査の推進

忘れてはいけないｷｰﾜｰﾄﾞ

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 報酬改定による加算の新設

区分のない人 お金がない人

軽度の人の支援

なにも使ってない人

日中活動連絡会の
アンケート結果や
各法人に協力要請

訓練等給付、地活、
アクセス・いちされん。
えくる・がじゅまる・
計画相談に呼びかけ

SS事業所等に
呼びかけ

相談支援部会を通
じてCMに要請

以前作成した
シートの試行

SSとCMに活用の
要請

要議論

要議論

など

など
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地域生活支援拠点（主に緊急短期入所）を考えるミニワーキンググループ
話合いのポイントまとめ

作成：H30.2.19

スローガン： ①どんな人でも緊急時に安心して宿泊できる支援体制づくり
②日中活動に制約を受けずに宿泊できる仕組みづくり
③本当に必要な人たちに支援が届くような仕組みづくり

国が示している
地域生活支援拠点を活用

できる対象者

・拠点ＳＳに事前登録している
・区分が出ている
・利用料が支払える

・区分がない

・お金がない

・既存のＳＳで対応
できる事業所がない

仕事をしている方
訓練等給付のみの方

何もｻｰﾋﾞｽを使っていない方 など

重心の方
医療的ケアの必要な方
精神障害の方 など

制度外での宿泊が必要な場合の
補助等が必要。

予防的に”支援区分”を出してもら
えるよう調整が必要。

短期入所を強化できる仕組みが
必要。
※一時介護料を使ってスタッフ
の補填や増員をできないか
※協定などで他法人のスタッフ
をＳＳ先に派遣できる仕組みは
できないか？
労務や責任の問題をどうするか。

全ての層に対応した
コーディネーターの

配置が必要

1
0



短期入所利用後の生活、支援についての
ケース会議・コーディネート・役割分担等

短期入所事業所
の利用

短期入所事業所
の利用

予防的な支援
ケアプランへの位置づけ
支援チームの確認・構築 等

②地域生活支援拠点の”仕組み”としての短期入所

①現状の短期入所

“まえ”の支援 “うしろ”の支援

地域生活支援拠点

市内事業所における短期入所（SS）利用者は増えて
いる。
しかし、その一方で、SS利用後の支援について十分
に検討されていないケースもみられる。ケースバイ
ケース。

地域生活支援拠点の仕組みとして、SSを考える場合、
早期にSS利用後の支援の検討が必要（具体的には、
利用直後にケース会議にて方針の検討やタイムスケ
ジュールの確認、その後も定期的なケース会議での
方針・進捗確認など。）

また、”緊急を緊急にしない為”の予防的な支援（サー
ビスを使えるような下準備（区分・支給決定）や、
SSに慣れておくことなど）も併せて必要。

SS事業所
＋”まえ”の支援
＋”うしろ”の支援
＋”仕組み”
をセットとして地域生活支援拠点の機能として考え
ていきたい。1

1



【相談機能の強化】
○特定相談支援事業所等にコーディネーターの役割を担う相談支援専門員を配置し、
連携する短期入所への緊急時の受入れの対応を評価。

・地域生活支援拠点等相談強化加算 700単位／回（月４回を限度）等
地域生活支援拠点等の機能強化

【緊急時の受入れ・対応の機能の強化】
○緊急の受入れ・対応を重点的に評価するために、緊急短期入所受入加算の算定要件を見直し。
・緊急短期入所受入加算（Ⅰ） 120単位／日 → 180単位／日（利用開始日から7日間を限度）等

【体験の機会・場の機能の強化】
○日中活動系サービスの体験利用支援加算を引上げ。
・体験利用支援加算 300単位／日 → 500単位／日（初日から５日目まで）
＋50単位／日※地域生活支援拠点等の場合等

【専門的人材の確保・養成の機能の強化】
○生活介護に重度障害者支援加算を創設。
・重度障害者支援加算強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者の配置

7単位／日（体制加算）等

【地域の体制づくりの機能の強化】
○支援困難事例等の課題検討を通じ、地域課題の明確化と情報共有等を行い、共同で対応していることを評価。
・地域体制強化共同支援加算 2,000単位／月（月１回限度）

相談支援事業所

短期入所事業所

地域移行支援利用時の
日中活動系事業所

生活介護事業所

相談支援事業所

地域生活支援拠点に関連する加算の整理（厚労省資料より）

委託の相談事業所でないと
難しいのではないか。

1
2



平成 30 年 3 月 23 日（金） 
就労支援部会報告

○就労支援部会としての取り組み

１．就労支援担当者会議・福祉的就労担当者会議での合同研修の実施

内容：事例をもとに参加者間でのディベート形式による研修の実施

【日程】 平成 30 年 3 月 16 日（金） 18：00～ 市川市教育会館 

●就労支援担当者会議

１．年間の取り組み

①ハローワーク職員による労働関係法令・制度に関する勉強会

②就労支援に関する事例検討（会議参加事業所より事例報告・検討）

③直 B アセスメントの評価方法に関する検討 
  ④就労支援部会研修

２．次年度の取組について（ワーキングチームを中心とした取り組み）

①直 B アセスメントシートの見直し 
  ②事業所説明会

  ③定着支援に関する勉強会

  ④雇用促進セミナーへの協力

  ⑤就労支援部会研修

●福祉的就労担当者会議

１．年間の取り組み

  ①仕事情報の共有（市のホームページ活用・ネット上の掲示版を活用）

②支援力強化のための勉強会を実施

：通所者の健康問題

：本人・家族の高齢化に関して

  ③就労支援部会研修

２．次年度の取組について（ワーキングチームを中心とした取り組み）

  ①支援力強化のための勉強会を予定

：通所者の「性」の問題に関して

  ②仕事情報の共有

  ③雇用促進セミナーへの協力

  ④就労支援部会研修

資料 3-3 
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平成 29 年度第 4 回自立支援協議会 障害者団体連絡会資料 

平成 29 年度第 4 回障害者団体連絡会本会議 

①各団体の PR や趣旨・活動内容を 1 会議ごとに 2 団体することになった

今回の 2 団体

１．失語症 なないろ会

２．公立学校に通う難聴失聴の家族の会

②市からの報告

１．ごみの出し方説明、回答

パンフレットを配布したが、聴覚障害者に配慮があったものの、視覚障害者に

対する点字版やデイジーなどの配慮を求めたい

２．市川市障害者施設民営化の意味、目的、進め方、よかった事、経過報告  

役所の準備が整っていないため延期

③市川市障害者団体連絡会の報告

１．障害者週間の報告

チャレンジドミュージカル参加、ブース出展、啓発バリアフリーハンドブック

配布

２．バリアフリーハンドブック配布報告 

自治体、民生委員も含め配布終了

３．防災プロジェクト報告 

アンケート回収の呼びかけ

４．その他

④勉強会 市川市障害者相談支援専門員とは？ IS ネット保戸塚さん

資料 3-4 
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委員氏名 団体名 委員分類

1 中核地域生活支援センター　がじゅまる 相談支援事業者

2 基幹相談支援センター　えくる 相談支援事業者

3 is-net 相談支援事業者

4 is-net 相談支援事業者

5 is-net 相談支援事業者

6 is-net 相談支援事業者

7 サービス事業者（訪問系）

8 サービス事業者（日中活動系）

9 サービス事業者（居住系）

10 サービス事業者（地域生活支援事業）

11 サービス事業者（地域生活支援事業）

12 千葉県市川健康福祉センター 精神保健福祉関係者

13 和洋女子大学 学識経験者

14 障害者就業・生活支援センター　いちされん 就労支援関係者

15 福祉的就労担当者会議 就労支援関係者

16 障害者団体連絡会 障害者団体

17 障害者団体連絡会 障害者団体

18 障害者団体連絡会 障害者団体

19 障害者団体連絡会 障害者団体

20 障害者団体連絡会 障害者団体

21 障害者団体連絡会 障害者団体

22 社会福祉法人市川市社会福祉協議会 権利擁護・地域福祉関係者

23 市川市民生委員児童委員協議会 権利擁護・地域福祉関係者

24 障害児支援関係者

25
障害児支援関係者

（特別支援学校関係者）

市川市自立支援協議会　委員名簿
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委員氏名 団体名 分類

1 中核地域生活支援センター　がじゅまる

2 基幹相談支援センター　えくる

3 基幹相談支援センター　えくる

4 is-net 指定相談支援事業者

5 is-net 指定相談支援事業者

6 is-net 指定相談支援事業者

7 is-net 指定相談支援事業者

8 is-net 指定相談支援事業者

9 is-net 指定相談支援事業者

10 権利擁護連絡会

11 地域移行支援協議会

12 障害者就労支援センター　アクセス

13 自立支援協委員

14 自立支援協委員

15 社会福祉法人市川市社会福祉協議会

【事務局】

障害者支援課

発達支援課

市川市自立支援協議会　相談支援部会　委員名簿
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委員氏名 団体名 分類

1 基幹相談支援センターえくる
幹事

基幹相談支援センター・精神

2
社会福祉法人　一路会

かしわい苑
副幹事

通所・GH・レスパイト・知的・重心

3 基幹相談支援センターえくる
副幹事

幹相談支援センター・重心・児童

4 中核地域生活支援センターがじゅまる 相談

5 社会福祉法人　いちばん星 通所・GH・知的

6
社会福祉法人南台五光福祉協会

やまぶき園
入所・短期・相談・ＧＨ・知的

7 市川市福祉公社 居宅

8 ヒノデ第一交通株式会社市川営業所 居宅

9 社会福祉法人サンワーク 通所・ＧＨ・精神

10 ふれんど舎 相談支援・重心

11 社会福祉法人レンコンの会 グループホーム支援ワーカー

12 市川手をつなぐ親の会 生活ホーム・知的

13
特定非営利活動法人リカバリーサポートセンターACTIPS

訪問看護ステーションACT-J
訪問看護ステーション・精神

14 社会福祉法人レンコンの会 レスパイト・知的・南部

15 千葉精神保健福祉ネット　ハピネス行徳 GH・精神

16 こころの健康を守る会　松の木会 家族・精神

17 なんなの会 当事者団体連絡会

【事務局】

障害者支援課

障害者施設課

市川市自立支援協議会　生活支援部会　委員名簿
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委員氏名 団体名 分類

1
障害者就業・生活支援センター　いちされん

（就労支援担当者会議）
自立支援協委員

（幹事）

2 福祉的就労者担当者会議
自立支援協委員

（幹事）

3 障害者就労支援センターアクセス 関係機関

4 市川公共職業安定所 関係機関

5 市川商工会議所 関係機関

6 千葉県立市川特別支援学校 特別支援学校

7 千葉県立特別支援学校市川大野高等学園 特別支援学校

8 市川市立須和田の丘支援学校 特別支援学校

9 市川手をつなぐ親の会 関係機関

10 就労支援担当者会議 就労移行支援事業所

11 就労支援担当者会議 就労継続支援A型事業所

12 福祉的就労者担当者会議 就労継続支援Ｂ型事業所

13 市川市生活サポートセンターそら 関係機関

14 いちかわ・うらやす若者サポートステーション 関係機関

【事務局】

障害者支援課

障害者施設課

市川市自立支援協議会　就労支援部会　委員名簿
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委員氏名 所属 分類

1 医療機関 医療機関

2 ※健康支援課 市行政機関

3 ※こども施設運営課（保育園関係） 市行政機関

4 ※指導課 市行政機関

5 ※教育センター 市行政機関

6 ※子育て支援課【必要時】 市行政機関

7 保健福祉センター【必要時】 県行政機関

8 児童相談所【必要時】 県行政機関

9 ※あおぞら・おひさま（児童発達支援センター） 児童発達支援センター

10 そよかぜキッズ（児童発達支援センター） 児童発達支援センター

11 こども発達支援センターやわた（児童発達支援センター） 児童発達支援センター

12 児童発達支援事業者（代表） 事業所

13 放課後等デイ事業者（代表） 事業所

14 相談支援事業者（代表） 事業所

15 親の会関係 保護者

16 ※えくる 基幹相談支援センター

17 社会福祉協議会（放課後保育クラブ） 保育クラブ運営機関

　　　　※こども発達支援会議に出席していた機関

【事務局】

発達支援課

障害者支援課

市川市自立支援協議会　こども部会　委員名簿
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